
能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会（第１回） 

 

日時 令和６年５月31日（金）10:30～  

場所 兵庫県庁２号館５階 庁議室   

 

 

１ 知事あいさつ 

 

 

２ 座長選任 

 

 

３ 報告事項 

  地震の概要・被災地支援の状況 

 

 

４ 議事 

検討項目等（課題と対応（課題、現状）） 

 

 

５ 意見交換・質疑 

 

 

６ 副知事閉会あいさつ 

 

＜配付資料＞ 

資料１ 能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の設置について 

資料２ 令和６年能登半島地震の概要 

資料３ 令和６年能登半島地震における被災地支援の状況 

資料４ 能登半島地震に関する兵庫県の支援の状況 

資料５ 能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の検討項目案について 

参考１ 被災地支援における課題（県応援職員からの意見） 

参考２ 被災地支援における課題（市町からの意見） 

参考３ 災害時における各種支援のアルファベット略称 

参考４ 能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会設置要綱 



１　委員（五十音順）

氏　名 役　職 出欠

青山　薫 神戸大学　国際人間科学部　教授 欠席

臼田　裕一郎 国立研究開発法人防災科学技術研究所　総合防災情報センター長 出席（オンライン）

宇田川　真之 国立研究開発法人防災科学技術研究所　災害過程研究部門　研究員 出席（対面）

浦川　豪 兵庫県立大学大学院　減災復興政策研究科　教授 出席（対面）

大野　かおり 兵庫県立大学　看護学部　教授 出席（オンライン）

川瀬　鉄典 兵庫県災害医療センター　副センター長 出席（対面）

木村　玲欧 兵庫県立大学　環境人間学部　教授 出席（オンライン）

鍬田　泰子 神戸大学大学院　工学研究科　教授 出席（オンライン）

越山　健治 関西大学　社会安全学部　教授 出席（対面）

近藤　民代 神戸大学　都市安全研究センター　教授 出席（オンライン）

阪本　真由美 兵庫県立大学大学院　減災復興政策研究科　教授 出席（対面）

菅野　拓 大阪公立大学大学院　文学研究科　准教授 出席（対面）

辻岡　綾 国立研究開発法人防災科学技術研究所　災害過程研究部門　研究員 出席（対面）

永松　伸吾 関西大学　社会安全学部　教授 出席（対面）

舩木　伸江 神戸学院大学　現代社会学部　教授 出席（オンライン）

紅谷　昇平 兵庫県立大学大学院　減災復興政策研究科　准教授 出席（対面）

前林　清和 神戸学院大学　現代社会学部　教授 出席（オンライン）

松川　杏寧 兵庫県立大学大学院　減災復興政策研究科　准教授 出席（オンライン）

２　オブザーバー

氏　名 役　職 出欠

福井　芳人 兵庫県市長会参事 代理出席（オンライン）

庵逧　典章 兵庫県町村会長 出席（対面）

向井　淳 神戸市危機管理室課長（計画担当） 出席（対面）

３　事務局

氏　名 役　職 出欠

齋藤　元彦 知事 出席（対面）

服部　洋平 副知事 出席（対面）

池田　頼昭 防災監 出席（対面）

唐津　肇 危機管理部長 出席（対面）

栁田　順一 危機管理部次長 出席（対面）

小野山　正 危機管理部次長 出席（対面）

千田　達也 危機管理部総務課長 出席（対面）

隂山　暁介 災害対策課長 出席（対面）

内田　忠 訓練調整官 出席（対面）

宮﨑　伸一 防災支援課長 出席（対面）

石井　孝佳 広域防災官 出席（対面）

中嶋　嘉彦 消防保安課長 出席（対面）

※その他、検討内容に係る関係課室長に出席依頼

能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会（第１回）出席者名簿（委員・オブザーバー・事務局）



１　関係課室

氏　名 役　職

大町　充弘 総務部　広報広聴課　課長 出席（オンライン）

北平　高章 総務部　市町振興課　企画班　主幹（行政・住民制度担当） 出席（オンライン）

上田　真也 総務部　職員局　人事課　課長 出席（オンライン）

赤澤　茂 企画部　DX推進監 出席（オンライン）

木南　晴太 企画部　デジタル戦略課　課長 出席（オンライン）

山口　充 企画部　デジタル改革課　課長 出席（オンライン）

北　茂正 県民生活部　総務課　人権推進室　室長 出席（オンライン）

佐藤　正明 県民生活部　県民躍動課　課長 出席（オンライン）

藤木　直子 福祉部　総務課　企画班長 出席（オンライン）

石田　佳浩 福祉部　総務課　主査 出席（オンライン）

坂本　悠太朗 福祉部　総務課　主任 出席（オンライン）

石古　梨紗 福祉部　地域福祉課　主任 出席（オンライン）

吉田　虎嗣 福祉部　高齢政策課　主幹（高年施設担当） 出席（オンライン）

中嶋　弘輝 福祉部　高齢政策課　主任 出席（オンライン）

藤原　雄弥 福祉部　こども政策課　主任 出席（オンライン）

山本　克己 福祉部　児童家庭課　主幹（児童施設担当） 出席（オンライン）

峰　　美冬 福祉部　障害福祉課　精神障害福祉班長 出席（オンライン）

足立　慎吾 福祉部　ユニバーサル推進課　障害福祉基盤整備班長 出席（オンライン）

新井　隆浩 保健医療部　総務課　課長 出席（オンライン）

鳥田　信次 保健医療部　医務課　課長 出席（対面）

稲岡　由美子 保健医療部　健康増進課　課長 出席（対面）

廣田　義勝 保健医療部　生活衛生課　課長 出席（対面）

中村　浩明 産業労働部　総務課　課長 出席（オンライン）

大西　利政 農林水産部　総務課　課長 出席（オンライン）

髙原　伸兒 環境部　環境整備課　課長 出席（オンライン）

吉村　達郎 土木部　技術企画課　課長 出席（対面）

相良　亮輔 土木部　技術企画課　主幹 出席（対面）

谷　章博 土木部　道路企画課　副課長 出席（オンライン）

井口　智貴 土木部　道路企画課　事業推進班長 出席（オンライン）

髙橋　篤志 土木部　道路保全課　課長 出席（オンライン）

木村　圭祐 土木部　道路保全課　副課長 出席（オンライン）

伊藤　晃彦 土木部　下水道課　課長 出席（オンライン）

菅野　長久 土木部　港湾課　課長 出席（オンライン）

三木　大陸 土木部　港湾課　副課長 出席（オンライン）

村尾　和美 まちづくり部　総務課　課長 出席（オンライン）

松井　雅伸 まちづくり部　都市政策課　課長 出席（オンライン）

澤田　純一 まちづくり部　公営住宅整備課　課長 出席（オンライン）

「能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会」（第１回）出席者名簿（関係課室等）



吉田　良 まちづくり部　建築指導課　課長 出席（オンライン）

田口　司 企業庁　水道課　課長 出席（対面）

西尾　卓也 病院局　企画課　課長 出席（オンライン）

橋本　友生 教育委員会　総務課　課長 出席（対面）

兼本　浩孝 教育委員会　教育企画課　課長 出席（対面）

福澤　文明 教育委員会　総務課　主幹 出席（オンライン）

粕谷　良介 教育委員会　教育企画課　班長 出席（オンライン）

２　県民局・県民センター

氏　名 役　職

谷許　綾子 神戸県民センター　県民躍動室　総務防災課　班長 出席（オンライン）

石田　千春 阪神南県民センター　県民躍動室長 出席（オンライン）

岸本　かおり 阪神北県民局　総務企画室長 出席（オンライン）

勝本　勲 中播磨県民センター　県民躍動室長 出席（オンライン）

衣笠　佳幸 西播磨県民局　総務企画室長 出席（オンライン）

遠池　良逸 但馬県民局　総務企画室長 出席（オンライン）

藤原　猛雄 丹波県民局　県民躍動室　総務防災課　班長 出席（オンライン）

大西　信一郎 淡路県民局　総務企画室長 出席（オンライン）



○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

日時　令和６年５月31日（金）10:30～
場所　兵庫県庁２号館５階　庁議室

能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会　第１回　配席図
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Hyogo Prefecture

01能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の
設置について
１ 目的
能登半島地震で顕在化した、特に応急期の課題を洗い出し、その検討結果を県・市町地域防災計画、県市町

合同防災訓練等に反映させ、県が市町や民間と連携した災害対策の備えの充実・強化を図る。

３ 検討の体制
８つの分野について、分野毎にワーキングチームを設置し、有識者等で構成する検討会委員の意見を踏まえ、

庁内担当部局において検討する。

①初動対応

②被災者支援

③応援･受援体制の構築

④保健･医療

⑤福祉

⑥復旧･復興(ｲﾝﾌﾗ･まちづく
り･なりわい）

⑦教育

県、市町が連携した初動対応の円滑な実施

迅速な被災者支援の実施体制構築･備蓄

国･県･市町が連携した応援･受援体制の構築

保健と医療の連携、必要な要員の確保

施設への効率的な支援体制の確立

上下水道の長期断水・停電・１次･２次産業の迅速
な復旧

被災者対応と学校運営の両立

能登半島地震を踏まえた
ひょうご災害対策検討会

【横断分野】
⑧DX･情報収集・発信

DXの効果的な活用､情報収集､正しくわかりやすい
情報提供

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

危機
管理

保健
医療

福祉

危機
管理

教育

８分野 及び 分野毎の主な課題全 体 WG

危機
総務
企画

２ 検討の考え方
県及び市町が取組むべき具体的施策となる対応案（アウトプット）について、有識者等の意見を聞き、取り

まとめる。

資料１



Hyogo Prefecture

02
能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の
設置について
４ スケジュール案

月 ひょうご災害対策検討会

Ｒ６.４月～課題抽出・委員人選・庁内調整、依頼

R６.５月31日第１回・現状報告・論点整理

７～８月現地調査（被災地（県及び市町）の視察、意見交換等）市町からの意見聴取

９～11月

第２回 各種防災計画・ハード対策、制度運用等につなげる論点に関する意見
整理
・中間報告
・中間報告に対する市町照会
・県市町合同防災訓練
・来年度予算要求
・国への提案

12～１月第３回 論点に関する意見調整、ヒアリング

３月第４回 最終報告



Hyogo Prefecture

03
能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の
設置について

氏 名 役 職
青山 薫 神戸大学 国際人間科学部 教授
臼田 裕一郎 国立研究開発法人防災科学技術研究所 総合防災情報センター長
宇田川 真之 国立研究開発法人防災科学技術研究所 災害過程研究部門 研究員
浦川 豪 兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 教授
大野 かおり 兵庫県立大学 看護学部 教授
川瀬 鉄典 兵庫県災害医療センター 副センター長
木村 玲欧 兵庫県立大学 環境人間学部 教授
鍬田 泰子 神戸大学大学院 工学研究科 教授
越山 健治 関西大学 社会安全学部 教授
近藤 民代 神戸大学 都市安全研究センター 教授
阪本 真由美 兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 教授
菅野 拓 大阪公立大学大学院 文学研究科 准教授
辻岡 綾 国立研究開発法人防災科学技術研究所 災害過程研究部門 研究員
永松 伸吾 関西大学 社会安全学部 教授
舩木 伸江 神戸学院大学 現代社会学部 教授
紅谷 昇平 兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 准教授
前林 清和 神戸学院大学 現代社会学部 教授
松川 杏寧 兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 准教授

５ 委員名簿 ※五十音順

※オブザーバー 市長会、町村会、神戸市



Hyogo Prefecture

04
能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の
設置について
６ 検討分野及び検討会委員

※ 担当委員への相談により、分野の一部分について専門的な見地から意見を得るため委員を追加する場合がある
※ オブザーバーとして､市長会、町村会、神戸市が参画
※ 人と防災未来センターRF：リサーチフェロー（人と防災未来センターセンターの研究員・研究調査員として在籍した者）

分野 担当委員（太字が分野総括担当） 検討課題 担当部局

① 初動対応 紅谷昇平（兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科准教授）
越山健治（関西大学社会安全学部教授､人と防災未来ｾﾝﾀｰRF） ・市町、県の初動体制 危機、企画、

土木

② 被災者支援
菅野拓（大阪公立大学准教授、人と防災未来ｾﾝﾀｰRF）
阪本真由美(兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科教授､人と防災未来ｾﾝﾀｰRF）
※ダイバーシティ分野：青山薫（神戸大学国際人間科学部教授）

・物資搬送
・被災者支援（公助･共助･自助）
・避難・避難所対策
・ボランティア、人材育成
・ダイバーシティ

危機、県民、
福祉、環境

③ 応援･受援体制の構築 宇田川真之（防災科学研究所災害過程研究部門研究員･人と防災未来ｾﾝﾀｰRF） ・応援・受援体制 危機、総務

④ 保健･医療 川瀬鉄典（兵庫県災害医療ｾﾝﾀｰ副ｾﾝﾀｰ長）
※保健分野：大野かおり（兵庫県立大学 看護学部 教授）

・医療
・保健

保健、福祉、
病院

⑤ 福祉 松川杏寧（兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科准教授、人と防災未来ｾﾝﾀｰRF）
辻岡綾（防災科学研究所災害過程研究部門研究員・人と防災未来ｾﾝﾀｰRF)

・福祉（施設）
・子育て

福祉

⑥ 復旧･復興
（インフラ・まちづく
り・なりわい）

木村玲欧（兵庫県立大学環境人間学部教授）
※産業復興等：永松伸吾（関西大学社会安全学部教授･防災科学研究所災害過程

研究部門長･人と防災未来ｾﾝﾀｰRF）
※ライフライン･通信分野：鍬田泰子（神戸大学大学院工学研究科教授）
※まちづくり･建築分野：近藤民代（神戸大宅都市安全研究センター教授）

・ライフライン・通信分野等
・まちづくり･建築
・産業復興等
・再生可能エネルギーの活用

危機、産労、
農林、環境、
土木、まち、
企業

⑦ 教育 前林清和（神戸学院大学現代社会学部長・教授）
舩木伸江（神戸学院大学現代社会学部教授）

・被災者対策と学校運営の両立
・学校再開 教委、危機

⑧ DX・情報（横断） 臼田裕一郎（国立研究開発法人防災科学技術研究所総合防災情報センター長）
浦川豪（兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科教授）

・情報（収集・発信）
・DX（横断）

危機、総務、
企画



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震の概要
１ 地震の概要【気象庁公表資料より】

⑤震度：震度７ 石川県志賀町・輪島市
震度６強 石川県七尾市・珠洲市・穴水町・能登町
震度６弱 石川県中能登町
震度５強 （以下省略）

1

①発生時刻：令和６年１月１日（月）16時10分
②震源地：石川県能登地方
③震源の深さ：約15km
④マグニチュード：7.6

資料２



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震の概要
２ 人的被害・住家被害（全国）

【消防庁災害情報 令和６年能登半島地震による被害及び消防機関等の対応状況（第１００報）より】

2



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震の概要
３ 人的被害・住家被害（石川県）

【石川県災害対策本部員会議資料 ５月21日17時00分現在より】

3



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震 緊急復旧（道路啓開）の状況（国土交通省HP）】

1

資料３

１ 初動対応



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）資料 ４月15日17時00分現在より】

2

２ 被災者支援



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）資料 ４月15日17時00分現在より】

3

２ 被災者支援



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）資料 ４月15日17時00分現在より】

4

２ 被災者支援



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）資料 ４月15日17時00分現在より】

5

２ 被災者支援



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震の概要

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）資料 ４月15日17時00分現在より】

6

２ 被災者支援



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震の概要

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第４回）資料 ５月13日16時00分現在より】

7

２ 被災者支援



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第２回）資料 ３月28日17時30分現在より】

8

３ 応援・受援体制の構築



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第２回）資料 ３月28日17時30分現在より】

9

３ 応援・受援体制の構築



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第２回）資料 ３月28日17時30分現在より】

10

４ 保健・医療 ５ 福祉



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）資料 ４月15日17時00分現在より】

11

４ 保健・医療 ５ 福祉



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）資料 ４月15日17時00分現在より】

12

４ 保健・医療 ５ 福祉



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第２回）資料 ３月28日17時30分現在より】

13

６ 復旧・復興（インフラ・まちづくり・なりわい）



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）資料 ４月15日17時00分現在より】

14

６ 復旧・復興（インフラ・まちづくり・なりわい）



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）資料 ４月15日17時00分現在より】

15

６ 復旧・復興（インフラ・まちづくり・なりわい）



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）資料 ４月15日17時00分現在より】

16

６ 復旧・復興（インフラ・まちづくり・なりわい）



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第２回）資料 ３月28日17時30分現在より】

17

６ 復旧・復興（インフラ・まちづくり・なりわい）



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況
【兵庫県ホームページ「職員の派遣」】

18

◎派遣期間
第1次先遣隊：1月5日～1月7日、第2次先遣隊：1月10日～1月13日、第1次派遣：1月15日～1月19日、第2次派遣：1月22日～1月26日、第3次派遣：1月29日～2
月2日、第4次派遣：2月5日～2月9日、第5次派遣：2月12日～2月16日、第6次派遣：2月19日～2月23日、第7次派遣：2月26日～3月1日、第8次派遣：3月4日～3
月8日、第9次派遣：3月11日～3月15日
◎派遣職員
震災・学校支援チーム（EARTH）員、兵庫県教育委員会事務局職員
第1次先遣隊：4名、第2次先遣隊：9名、第1次派遣：14名、第2次派遣：14名、第3次派遣：12名、第4次派遣：14名、第5次派遣：7名、第6次派遣：7名、
第7次派遣：6名、第8次派遣：8名、第9次派遣：8名
◎派遣先
珠洲市教育委員会事務局、珠洲市立小学校、珠洲市立中学校、珠洲市立小中学校、石川県立飯田高等学校
◎派遣用務
各学校の状況や課題の把握・整理・共有、課題に応じたきめ細かな対応等を支援
（校務（事務）の整理、教職員・児童生徒への心のケア、防災教育の実施、登下校指導への支援等）

７ 教育



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【防災分野のデータプラットフォーム整備にむけた調査検討業務ワーキンググループ（第３回）資料 令和６年3月8日】

19

８ DX・情報収集・発信



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【防災分野のデータプラットフォーム整備にむけた調査検討業務ワーキンググループ（第３回）資料 令和６年3月8日】

20

８ DX・情報収集・発信



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【防災分野のデータプラットフォーム整備にむけた調査検討業務ワーキンググループ（第３回）資料 令和６年3月8日】

21

８ DX・情報収集・発信



Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震における被災地支援の状況

【防災分野のデータプラットフォーム整備にむけた調査検討業務ワーキンググループ（第３回）資料 令和６年3月8日】

22

８ DX・情報収集・発信



Hyogo Prefecture

能登半島地震に関する兵庫県の支援の状況
１ 被災地支援に向けた体制整備

［関西広域連合］
・災害対策支援本部を設置（R6.1.2） ⇒ 支援本部会議を開催（R6.1.4）
・ﾘｴｿﾞﾝ派遣（R6.1.2）に引続き、現地支援本部（石川県庁内）を設置（R6.1.4）

珠洲市現地連絡所（珠洲市役所内）の設置（R6.1.６）

［ 兵 庫 県 ］
令和６年能登半島地震兵庫県支援本部の設置・開催（R6.1.5）

※関西広域連合広域防災局・兵庫県

関西広域連合において、被災後速やかに災害対策支援本部、現地支援本部を設置し、支援方策を検討
また、本県のカウンターパート（対口支援）先である石川県珠洲市を支援するため、現地連絡所を設置
加えて、県・市町がオール兵庫として一体的に支援するため、兵庫県支援本部を設置

２ 支援方針
阪神･淡路大震災で培った経験を活かし、以下の３つの柱を基本としてオール兵庫で支援

Ⅰ 先遣隊派遣による被災状況の把握
Ⅱ 現地のニーズに沿った人的・物的支援
Ⅲ 「オールひょうご」での官民連携した総合的な支援 1

資料４



Hyogo Prefecture

2

３/26時点
職員派遣数

※市町等には一部事務組合を含む ※警察災害派遣隊は珠洲市含み全域で対応

現人数 延人数 現人数 延人数 現人数 延人数 現人数 延人数
珠洲 珠洲 珠洲 珠洲 珠洲 珠洲 珠洲 珠洲

関西広域連合ﾘｴｿﾞﾝ派遣 8 4 0 0 12 0
珠洲市現地支援本部ﾘｴｿﾞﾝ派遣 2 2 44 44 4 4 40 40 6 6 84 84
珠洲市避難所運営支援 4 4 112 112 10 10 192 192 14 14 304 304
災害ボランティア調整支援 1 9 1 0 9 0

緊急消防援助隊 32 1,130 0 0 1,162 0
震災・学校支援ﾁｰﾑ(EARTH) 6 6 100 96 6 6 100 96
保健師チーム 4 55 3 78 7 0 133 0
獣医師チーム 4 0 0 4 0

災害派遣医療チーム（DMAT） 62 13 0 0 75 0
災害派遣精神医療ﾁｰﾑ（DPAT） 5 0 0 5 0
日本医師会災害医療ﾁｰﾑ(JMAT) 6 1 0 0 7 0
災害支援ナース 7 3 0 0 10 0

災害時透析医療支援ﾁｰﾑ（JHAT） 1 0 0 1 0
石川ＪＲＡＴ現地対策本部 1 0 0 1 0
被災建築物応急危険度判定 8 10 0 0 18 0
応急仮設住宅建設支援 4 0 0 4 0
家屋被害認定支援 3 3 17 17 6 6 135 135 9 9 152 152

人と防災未来ｾﾝﾀｰ現地調査 2 54 2 0 54 0
給水車･ﾄｲﾚｶｰ･ﾗﾝﾄﾞﾘｰｶｰ等支援 6 2 90 5 6 2 90 5
水道応急復旧･土木施設被害調査 8 8 6 164 12 6 0 172 20
廃棄物・し尿処理支援 2 2 35 34 1 1 48 48 3 3 83 82

栄養・食生活支援 1 0 0 1 0
警察災害派遣隊 68 738 68 0 738 0
その他 3 13 8 96 77 3 13 8 102 77

合 計 90 17 1,260 311 49 31 2,004 509 2 0 57 0 141 48 3,321 820

区分
県 市町等 合計その他

３ 職員の派遣
通算人数 3,321人

(県1,260人､市町等2,004人(47団体)､
その他57人)

現在派遣者 141人
(県90人､市町等49人(8団体)､その他2人)



Hyogo Prefecture

４ 物資の支援
品目等 搬出日 数量 搬出元 搬出先

保存用飲料水 0.5ℓ
1/2（火）

16,800本 広域水道事務所多田浄水場
志賀町役場アルファ化米等 11,300食

県広域防災センター
ブルーシート 1,600枚
毛布 1/3（水） 4,595枚 内灘町役場
携帯トイレ等 65,200枚ほか 七尾市役所
生理用品 1/8（月） 7,000枚 珠洲市
毛布 1/4（木） 300枚 神戸市

（ﾉｴﾋﾞｱｽﾀｼﾞｱﾑ神戸） 宝達志水町役場
粉ミルク等 672本ほか
アルファ化米等 1/5（金） 480食

宝塚市 富山県氷見市
飲料水 0.5ℓ 480本

生理用品等 1/7（日） 2,000枚ほか 南あわじ市
※後述のトイレカーと併せて搬出

珠洲市

アルファ化米等 1/11（木） 36,258食
県広域防災センター 珠洲市

非接触体温計 100個
携帯用トイレ等 1/11（木） 400個ほか 尼崎市 珠洲市

飲料水 2ℓ 1/11（木） 420本 香美町 能登被災地支援本部
（金沢市）

屋外シャワーキット 1/16（火） １セット 洲本市
珠洲市１セット 淡路市

仮設トイレ 1/29（月） ５基 県広域防災センター 珠洲市
飲料水２ℓ 1/31（水） 180本

香美町
七尾市魚介類缶詰 1,248個

カップみそ汁 2/15（木） 1,002食 志賀町
飲料水0.5ℓ 3/26（火） 1,680本 珠洲市

５/30時点
食料・飲料水支援数 約50,000食・約10,750ℓ

3



Hyogo Prefecture

機材 派遣期間（予定含む） 台数等 人数 派遣元 派遣先

緊急消防援助隊兵庫県大隊・
救急車、重機等

第１次～第10次
1/15（月）～2/21（水） ３２８(隊) １1３0 県内全24消防本部 輪島市

消防防災ヘリ(1機)
・車両

1/3（水）～1/5（金）
1/11（木）～1/14（日）
1/19（金）～1/22（月）
1/27（土）～1/31（水）

２ ８

兵庫県・神戸市 石川県内
２ ８

２ ８

２ ８

５ 救急・救助活動

機材 派遣期間（予定含む） 台数 人数 派遣元 派遣先

給水車等 1/3（水）～3/7（木） のべ３４ のべ６３

神戸市、豊岡市、西宮市、
加古川市、姫路市、丹波市、
阪神水道企業団、川西市、
高砂市、加東市、赤穂市、
香美町、明石市、宍粟市、
福崎町、尼崎市、芦屋市

（派遣順）

穴水町

トイレカー 1/7（日）～ １ ３ 南あわじ市 珠洲市

廃棄物運搬･収集作業車 １/16（火）～１/24（水） ３ １５ 神戸市 珠洲市、能登町
移動式ランドリー 1/23（火）～ １ １１ 養父市等 珠洲市
スライド式ダンプカー 3/25（月）～ １ ３ 南あわじ市 七尾市

６ 機材等の支援

4



Hyogo Prefecture

７ その他（県の支援状況等）

○県営住宅等
・提供戸数 県営住宅 ：６０戸（今後、状況に応じて順次追加）

県職員住宅 ：３７戸 県教職員住宅：２５戸
・入居期間 原則６か月以内

（住宅再建に時間が必要な場合は、当面最長２年まで延長可）
・入居決定 ２戸（1/30、3/11入居決定） ［問合せ ２２件（5/20現在）］

① 公営住宅等の提供
県全体で３８１戸の公営住宅等を提供し、11戸を入居決定

○市町営住宅
・県内３５市町で合計２５９戸の市町営住宅を提供（5/20現在）
・入居決定 ９戸（5/20現在）（神戸市４戸、芦屋市１戸、豊岡市１戸、西脇市１戸、小野市１戸、丹波市１戸）

② 義援金の募集

③ 見舞金の贈呈
３月1日に石川県東京事務所において見舞金100万円を贈呈

○義援金募集状況
316,692,412円（令和６年５月29日現在）

○第１次配分
石川県に７千万円を配分（３月15日配分）

○義援金の募集期間
令和６年６月28日（金）まで

5
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７ その他（県の支援状況等）
④ 県の支援状況の発信

県HPに特設ページを開設し、県の支援状況を発信

6
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能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の
検討項目案について
１ 検討項目案 ①初動対応

分野名 顕在化した課題（阻害要因） 県（市町）の取組の現状 庁内担当部局

１

初動対応
（物資輸送
等）

担当委員
紅谷昇平
越山健治

被害状況把
握

・家屋被害､道路被害､孤立集落（島･中
山間部）の発生等被害状況の早期把握及
び地図化・可視化（衛星･ﾍﾘ･ﾄﾞﾛｰﾝ等の
活用）

・県消防防災ヘリに搭載されたヘリテレを活用した被
災状況把握
・震災直後の初動飛行ルートの設定
・県地域防災計画へ孤立可能性集落を記載（県）
・公共土木施設の被害状況調査でのドローン活用
（県：R3.11)

危機管理部災害対策課
危機管理部防災支援課
企画部デジタル戦略課
土木部技術企画課
土木部道路保全課
土木部港湾課

物資輸送

・道路啓開体制確保、陸路･空路（ﾍﾘ）･
海路（ﾌｪﾘｰ等）による救援体制の事前検
討（空港･港湾･漁港･ﾍﾘ臨時着陸場確認､
船舶･ﾍﾘ運航者の確保）

・ヘリコプター臨時離発着場適地の事前登録（R6.3時
点：268地点）
・国・県・県警・関係市・有料道路会社・建設業協会
等と連携し、南海トラフ地震を想定した「兵庫県阪神
淡路地域道路啓開計画（案）」を改訂(R5.12)

・緊急交通路の早期指定（訓練実施含
む）

・災害対策基本法に基づく緊急交通路の指定（県・県
警）

・民間企業等の物資提供協定の確認 ・多様な事業者と協定締結

情報（収
集・発信）

・死者・安否不明者・行方不明者の公表
に係る対応

・公表方針策定（県：R5.10）
・事務マニュアル作成（県：R5.10）
・地域防災計画へ記載
（県：R5.10、市町：随時）

・市町・消防等職員を介した情報収集の
限界
・プッシュ型情報発信システムの多重化

・ﾌｪﾆｯｸｽ防災ｼｽﾃﾑの運用(県：H8.9～)
・ひょうご防災ネットの運用(県・市町：H17～)
・防災行政無線の整備(市町)

資料５
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02
分野名 顕在化した課題（阻害要因） 県（市町）の取組の現状 庁内担当部局

２

被災者支援
（公助･共
助･自助）

担当委員
菅野 拓
阪本真由美
青山 薫

被災者支援

・家屋被害認定、罹災証明書発行の
パッケージ化・効率化 ・各市町においてシステム化を検討

危機管理部災害対策課
危機管理部防災支援課
県民生活部人権推進室
県民生活部県民躍動課
福祉部地域福祉課
環境部環境整備課

・被災建築物応急危険度判定の効率化 ・判定士認定講習会及び判定訓練(H7~)
・兵庫県被災建築物応急危険度判定協議会設立(H9.1）

・フェニックス共済の普及拡大、民間
保険会社との連携協定

・イベント等でのブース出展(県:随時)
・多様な媒体による広告(R5)

・災害ケースマネジメントの体制整備
・士業団体との協定確認 災害ケースマネジメントにおける弁護士会との連携(R5)

物資搬送

・孤立集落への物資輸送手段･体制の構
築

・県地域防災計画へ記載（孤立可能性集落のヘリ駐機ス
ペース・ホイストの有無）（県）
・多様な事業者と協定締結
・航空運用調整チームによるヘリコプター運航調整体制
を構築

・被災地ニーズ把握と支援側（県・市
町・企業）のﾐｽﾏｯﾁ対応 ・現地派遣職員による被災地ニーズ把握

避難・避難
所対策

・津波避難等の発令基準の確認 ・避難判断ガイドラインの作成、市町への送付（県）
・避難所の装備､備蓄内容､体制の確認
（ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ､要配慮者対策、感染症対策､
女性への配慮､備蓄不足､寒さ暑さ対策
等）

・要配慮者を考慮した備蓄
・DWATの派遣

・2次避難への早期移行(みなし仮設､ホ
テル等活用)､広域避難(市外への避難)
の迅速な実施

－

・避難所での停電、断水、トイレ問題
への対応

・「兵庫県災害廃棄物処理の相互応援に関する協定」を
締結(H17.9.1)(市町)
・「災害時の廃棄物処理に関する応援協定」を締結
(H17.9.1～H26.12.25)(民間６団体)

・福祉避難所の速やかな立ち上げ・要
員の確保、在宅避難者等への対応 ・福祉避難所訓練運営マニュアル作成

能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の
検討項目案について
１ 検討項目案 ②被災者支援



Hyogo Prefecture

分野名 顕在化した課題（阻害要因） 県（市町）の取組の現状 庁内担当部局

２

被災者支援
（公助･共
助･自助）

担当委員
菅野 拓
阪本真由美
青山 薫

公費解体
・相続登記未了建物、空き家の増加に
よる着工の遅れ
・自治体職員の知識不足

・環境省「公費解体・撤去マニュアル」に沿った手続き

危機管理部災害対策課
危機管理部防災支援課
県民生活部人権推進室
県民生活部県民躍動課
福祉部地域福祉課
環境部環境整備課

ボランティ
ア

・市町社会福祉協議会への支援（ﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱｾﾝﾀｰ）

・近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定締結
（県:H24.10）
・全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協
定締結（県:H8.7）

・ボランティアの受入れ環境の整備 ・災害救援ボランティア活動支援関係団体連絡会議での
課題共有

・ボランティアの県域での情報共有や
情報支援 ・社協（ボランタリープラザ）との調整による対応

ダイバーシ
ティ

・性的マイノリティへの対応 ・理解促進に向けた啓発・相談事業の実施

・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ制度を踏まえた救急搬送、
安否確認、避難、仮設住宅・災害公営
住宅、災害弔慰金等の取扱い

・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ制度導入自治体の増加（本県、22市町）

３

応援・受援
体制

担当委員
宇田川真之

広域応援体
制

・国、知事会、関西広域連合、広域ブ
ロックとの連携・役割分担
・総務省､知事会と個別省庁による応援
自治体の割当てが不整合

・総務省対口支援以外に、各省庁や関係機関が個別に派
遣割り当て

危機管理部防災支援課
危機管理部総務課
総務部市町振興課
総務部職員局人事課

・応援職員の宿泊場所確保 ・応援自治体による宿泊場所確保

県内応援体
制

・県による市町支援の検討
・兵庫県及び市町相互間の災害時応援協定締結（県・市
町:H18.11）
・ひょうご緊急支援隊による市町支援（県:H22.9）

・受援計画のさらなる充実 ・市町受援計画は39市町で策定済又は作成中。本年度も
引き続き受援計画策定研修を実施

・市町相互支援体制の検討 ・災害時応援協定に基づく、被災市町への応援に関する
調整

能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の
検討項目案について
１ 検討項目案 ②被災者支援 ③応援・受援体制
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分野名 顕在化した課題（阻害要因） 県（市町）の取組の現状 庁内担当部局

４

保健・医療

担当委員
川瀬鉄典
大野かおり

保健

・保健師等の応援派遣依頼等､方針決定､
ﾌｪｰｽﾞに応じた要員の確保

・災害派遣名簿の集約
（厚労省派遣の場合は災害保健情報システムを活用）

保健医療部総務課
保健医療部医務課
保健医療部健康増進課
福祉部障害福祉課
病院局

・避難所の健康管理､二次的健康被害予
防 ・県災害時保健活動ガイドラインの改訂（R4）

・医療福祉（保健医療福祉活動ﾁｰﾑ）等
他ﾁｰﾑとの連携 ・各種防災訓練・研修への参加

・効果的な保健活動､ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成に
係る連携調整 ・災害時保健活動研修会の実施（不定期）

医療

・医療機関の医療継続（施設、スタッ
フ、ライフラインの被災）：入院患者
と救急診療の需給バランスの変化

・施設BCP策定の初期段階
・訓練の実施

・被災地側の受援体制：DMAT・
DHEAT・DPAT・JDAT等の円滑な運用
と後方支援・ロジスティクス（大量の
外部支援）
・災害拠点病院の機能維持
・広域避難者への医療提供（保健・医
療・福祉/介護の分業）

・訓練の実施
・兵庫県災害拠点病院等連絡協議会における意見交換、
情報共有
・DPAT、JDAT等の派遣
・兵庫県保健所長会連絡会における意見交換、情報共有
・災害救急医療システム運営協議会と地域保健医療対策
会議

能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の
検討項目案について
１ 検討項目案 ④保健・医療
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分野名 顕在化した課題（阻害要因） 県（市町）の取組の現状 庁内担当部局

５

福祉（施設）

担当委員
松川杏寧
辻岡 綾

・的確かつ迅速なﾆｰｽﾞの把握 ・災害時情報共有ｼｽﾃﾑの運用
福祉部総務課
福祉部地域福祉課
福祉部高齢政策課
福祉部こども政策課
福祉部児童家庭課
福祉部ユニバーサル推
進課

・施設の運営継続（施設､ｽﾀｯﾌ､ﾗｲﾌﾗｲﾝ
の支援､感染症対策）

・BCP策定に向けた支援
・厚労省等を通じた、各都道府県等への応援要請

・保育所、一時預かり事業の運営継続 ・BCP策定に向けた支援
・こども家庭庁等を通じた、各都道府県等への応援要請

６

復旧・復
興
(インフ
ラ･まちづ
くり・な
りわい)

担当委員
木村玲欧
永松伸吾
鍬田泰子
近藤民代

上下水道

・水道の被災による長期断水
・下水道等の被災によりﾄｲﾚが使用でき
ないなど衛生環境の悪化
・上・下水道の広域応援制度が異なる
ことによる復旧の遅れ

・兵庫県水道用水供給事業においての耐震化率 管路：
72.2％浄水施設：100％
※管路は耐震適合率
・下水道の重要な幹線の耐震化率45％
・下水道は日本下水道協会による広域応援制度

危機管理部災害対策課
危機管理部防災支援課
危機管理部消防保安課
保健医療部生活衛生課
産業労働部総務課
農林水産部総務課
環境部環境整備課
土木部技術企画課
土木部道路企画課
土木部道路保全課
土木部下水道課
まちづくり部総務課
まちづくり部都市政策
課
まちづくり部公営住宅
整備課
まちづくり部建築指導
課
企業庁水道課

道路 ・高規格道路の盛土部の大規模崩壊 ・国の道路技術小委員会における技術基準の検討状況を
踏まえて、必要な対応を検討中

通信インフラ

・停電の長期化による携帯電話の不通 ・ライフライン事業者との連携
・衛星通信の活用

・行政の通信手段の冗長化
・市町の防災無線の不具合長期化

・衛星通信(県：H6.11～)
・ﾏｲｸﾛ多重無線(県：H6～)

能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の
検討項目案について
１ 検討項目案 ⑤福祉 ⑥復旧・復興
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分野名 顕在化した課題（阻害要因） 県（市町）の取組の現状 庁内担当部局

６

復旧・復興
(インフラ･ま
ちづくり・
なりわい）

担当委員
木村玲欧
永松伸吾
鍬田泰子
近藤民代

廃棄物処理イ
ンフラ

・ごみ処理施設、し尿処理施設被災
による長期機能停止

「兵庫県災害廃棄物処理の相互応援に関する協定」を締
結（H17.9.1）

危機管理部災害対策課
危機管理部防災支援課
危機管理部消防保安課
保健医療部生活衛生課
産業労働部総務課
農林水産部総務課
環境部環境整備課
土木部技術企画課
土木部道路企画課
土木部道路保全課
土木部下水道課
まちづくり部総務課
まちづくり部都市政策
課
まちづくり部公営住宅
整備課
まちづくり部建築指導
課
企業庁水道課

住宅耐震化 ・建築物の耐震化の推進(特に高齢
世帯)

・耐震改修促進計画の策定(県･市町:H28~R7)
・ひょうごすまいの耐震化促進事業の実施（H15)
・耐震改修促進計画の策定(県･市町:H28~R7)

仮設住宅
・仮設住宅の早期供給
(土地の確保、がれき仮置き場等と
の調整)

・配置計画作成市町10市町/41市町

災害廃棄物処
理 ・ガレキ処理の円滑化 ・市町災害廃棄物処理計画の策定、仮置場候補地の選定

（市町：随時）

復興まちづく
り

・被災地支援の機会を捉えたまちづ
くり専門家の育成

・まちづくり技術センターにおいて「まちづくり専門家
バンク」を設置(H11～)
・東日本大震災への復興支援において専門家派遣事業を
実施(H23～)

なりわい

・１次２次産業、地場産業への支援

・災害対応貸付の常設化、金融特別窓口の自動設置
(R6.4～)
・農林水産業再建にかかる相談対応、融資制度の周知、
生産基盤の復旧

・中小企業の事業継続体制の構築 ・各団体による相談対応

・被災失業者、被災事業者の雇用創
出

・事業者からの職員受入（コロナ渦の航空会社からの職
員受入など）（県）

能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の
検討項目案について
１ 検討項目案 ⑥復旧・復興
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Hyogo Prefecture

分野名 顕在化した課題（阻害要因） 県（市町）の取組の現状 庁内担当部局

7

教育

担当委員
前林清和
舩木伸江

・学校防災マニュアル等の再点検 ・県作成の｢学校防災マニュアル(R1改訂)」に従い各学
校独自の災害対応マニュアルを作成及び毎年度の見直し

教育委員会総務課
教育委員会教育企画課
危機管理部防災支援課

・学習継続に向けた集団避難実施の際の施設体制
等の整備 －

・ライフライン途絶及び学校施設の損壊時等にお
ける家庭と学校との連絡体制

・「学校防災マニュアル」で発災時には電話以外の複数
の連絡方法を確保することを提示

・教育活動の早期再開（避難所運営との両立､応急
教育への支援等）

・「学校防災マニュアル」で学校再開に向けた対応を提
示
・震災・学校支援チーム(EARTH)員を被災地域に派遣

・教職員･児童生徒のこころのケア
・震災・学校支援チーム(EARTH)員を被災地域に派遣
・スクールカウンセラーの配置
・悩み相談の実施(電話・SNS)

・学校が避難所となった場合、自治運営組織によ
る自主運営への移行（地域、防災部局等との連
携）

・「学校防災マニュアル」で避難所開設から運営主体を
自治運営組織に切り替えるまでのロードマップを提示
・震災・学校支援チーム(EARTH)員を被災地域に派遣

・震災・学校支援チーム（EARTH）員の対応力強
化

・年２回の訓練・研修会を実施
・研修内で被災地支援の内容を共有
・防災教育推進指導員養成講座を通じた次期EARTH員の
養成

能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の
検討項目案について
１ 検討項目案 ⑦教育
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Hyogo Prefecture

分野名 顕在化した課題（阻害要因） 県（市町）の取組の現状 庁内担当部局

8

DX･情報収
集・発信
（横断）

担当委員
臼田裕一郎
浦川 豪

・各分野におけるDXを活用した課題解決（各分野
への助言） －

危機管理部災害対策課
危機管理部総務課
総務部広報広聴課
企画部デジタル改革課

・行政からのタイムリーな情報発信手法（ホーム
ページ、SNS）

・避難・被害等の情報収集とSNS等各媒体での適時適切
な発信（県：随時）

・SNS等によるデマ対策 ・デマに対する注意喚起

能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の
検討項目案について
１ 検討項目案 ⑧DX・情報収集・情報発信（横断）
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Hyogo Prefecture

01令和６年度能登半島地震における被災地支援での課題
（県応援職員からの意見）

①初動対応
・通行可能な道路ネットワークの確保
・速やかな道路啓開

②被災者支援

・判定業務と罹災証明の発行に係る被害度調査の一体的な実施
・トイレカーの配備、洋式トイレの整備

③応援･受援体制の構築

・応援職員の職務スペース確保
・応援職員の宿泊施設確保等の環境整備
・災害廃棄物処理計画に受援体制の整備

⑤福祉

・要介護者の早期支援計画

リエゾン、避難所運営支援、被災建築物応急危険度判定、し尿・災害廃棄物処理の
業務等で短期派遣された県職員からの主な意見

参考１



Hyogo Prefecture

02令和６年度能登半島地震における被災地支援での課題
（県応援職員からの意見）

・タブレット端末を用いた応急危険度判定
・ＤＸ化による効率的かつ迅速な実施体制の構築
・被災県市町、支援団体（国・自治体）が利用できるシステム整備

・上・下水道の早期復旧（応援者、ボランティアの環境確保に資する）
・市町災害廃棄物処理計画の策定・更新
・災害廃棄物仮置場の確保

⑥復旧･復興
(インフラ･まちづくり･なりわい）

【横断分野】
⑧DX･情報収集・発信

リエゾン、避難所運営支援、被災建築物応急危険度判定、し尿・災害廃棄物処理の
業務等で短期派遣された県職員からの主な意見



Hyogo Prefecture

01令和６年度能登半島地震における被災地支援での課題
（市町危機管理部局の意見）

①初動対応

・インフラ（道路、港湾、空港）被災による人命救助、物資支援の遅れ、集落孤立化

②被災者支援

・避難所の運営管理の困難
・備蓄物資の不足、備蓄物資の確保
・トイレの不足、トイレの備蓄
・福祉避難所の確保、要介護の避難者への対応

③応援･受援体制の構築

・応援職員の調整の迅速化
・応援職員の後方支援体制の整備、環境整備
・災害対応人員の不足
・応援受け入れスペースの確保
・応援職員の宿所確保

※県・危機管理監意見交換会(令和６年４月24日開催)資料の抜粋

参考２



Hyogo Prefecture

02令和６年度能登半島地震における被災地支援での課題
（市町危機管理部局の意見）

【横断分野】
⑧DX･情報収集・発信

⑥復旧･復興(インフラ･まちづくり･なりわい）

・上下水道管の耐震化
・建築物の耐震化
・災害廃棄物置き場の用地確保

・デジタルツールを活用したシステムの導入
・県下統一した被災者生活再建支援システムの導入
・災害時に入力を必要とするシステムの共通化
・避難所運営、備蓄物資管理、家屋被害調査、罹災証明発行、義援金事務等を一元
管理できるシステムの導入

※県・危機管理監意見交換会(令和６年４月24日開催)資料の抜粋



災害時における各種支援のアルファベット略称 

 
１ 医療支援 

 (1) DMAT（Disaster Medical Assistance Team）              災害時派遣医療チーム 

 (2) JMAT（Japan Medical Association Team）         日本医師会災害医療チーム 

 (3) DPAT（Disaster Psychiatric Assistance Team）      災害派遣精神医療チーム 

 (4) JDAT（Japan Dental Alliance Team）           日本災害歯科支援チーム 

 (5) JRAT（Japan Disaster Rehabilitation Assistance Team） 災害ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ支援チーム 

 

２ 衛生管理・健康管理 

 (1) DHEAT（Disaster Health Emergency Assistance Team）   災害健康危機管理チーム 

 (2) JDA-DAT（Japan Dietetic Association-Disaster Assistance Team） 

日本栄養士会災害支援チーム 

 (3) DICT（Disaster Infection Control Team）  日本環境汚染学会災害時感染制御支援チーム 

 

３ 福祉支援 

 (1) DWAT（Disaster Welfare Assistance Team）       災害派遣福祉チーム 

 

４ 獣医療支援 

 (1) VMAT（Veterinary Medical Assistance Team）           獣医療支援チーム 

 

５ 通信支援 

 (1) MIC-TEAM（Telecom Emergency Assistance Members）   総務省災害時テレコム支援チーム 

 

６ ボランティア 

 (1) JVOAD（Japan Voluntary Organizations Active in Disaster） 

全国災害ボランティア支援団体ネットワーク 

 

７ 総務省 

 (1) GADM（General Advisor for Disaster Management）   災害マネジメント総括支援員 

 

８ 気象庁 

 (1) JETT（Japan Meteorological Agency Emergency Task Team）    気象庁防災対応支援ﾁｰﾑ 

 (2) JMA-MOT（Japan Meteorological Agency Mobile Observation Team）気象庁機動調査班 

 

９ 国土交通省等 

 (1) TEC-FORCE（Technical Emergency Control FORCE）       緊急災害対策派遣隊 

 (2) RAIL-FORCE（Railway Natural Disaster Investigation Force） 鉄道災害調査隊 

 

10 農林水産省 

 (1) MAFF-SAT（Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries support advice Team） 

農林水産省サポート・アドバイス・チーム 

 

11 兵庫県 

 (1) EARTH（Emergency And Rescue Team by school staff in Hyogo）震災・学校支援チーム 

 (2) HEART（Hyogo Emergency Assitance & Response Team）     ひょうご災害緊急支援隊 

参考３ 



能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会設置要綱 

 

 （設 置） 

第１条 能登半島地震で顕在化した、特に応急期の課題を洗い出し、その検討結果を具体

的施策に反映させ、県が市町や民間と連携した災害対策の備えの充実・強化を図るため、

能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会（以下「検討会」という。）を設置する。 

 

 （所掌事務） 

第２条 検討会は、次に掲げる事項を所掌する。 

 (1) 応急期において課題となった事項に係る検討に関すること。 

 (2) その他第１条の目的を達成するために必要な事項に関すること。 

 

 （組 織） 

第３条 検討会は、別表に掲げる委員で組織する。 

 

 （座 長） 

第４条 検討会に座長を置く。 

２ 座長は、委員の互選によって定める。 

３ 座長は、会務を総理し、検討会を代表する。 

４ 座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、座長から委任を受けた者がその職

務を行う。 

 

 （会 議） 

第５条 検討会の会議（以下「会議」という。）は、座長が招集する。 

２ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、座長の決するところに

よる。 

３ 座長または事務局が必要と認めたときは、会議に委員以外の者の出席を求めることが

できる。 

４ 座長が認めるときは、会議を書面による開催とすることができる。 

 

 （謝 金） 

第６条 委員及び委員以外の者が会議その他の検討会の職務に従事したときは、別に定め

るところにより、謝金を支給する。 

 

 （旅 費） 

第７条 委員及び委員以外の者が検討会の職務を行うために、会議に出席し、又は旅行し

たときは、旅費を支給する。 

２ 前項の旅費の額は、職員等の旅費に関する条例（昭和35年兵庫県条例第44号）の規定

参考４ 



により支給する額に相当する額とする。 

３ 第５条第３項の規定に基づき、委員以外の者が会議に出席したときは、その者に対し

て、旅費を支給する。 

 

 （庶 務） 

第８条 検討会の庶務は、兵庫県危機管理部災害対策課において処理する。 

 

 （補 則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年５月31日から施行する。 

 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和７年３月31日限り、その効力を失う。 

 

 （招集の特例） 

３ この要綱の施行の日以後最初に開かれる会議は、第５条第１項の規定にかかわらず、

兵庫県防災監が招集する。 

 



別表（第３条関係） 

 

能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会 委員名簿 

  

氏 名 役 職 

青山 薫 神戸大学 国際人間科学部 教授 

臼田 裕一郎 国立研究開発法人防災科学技術研究所 総合防災情報センター長 

宇田川 真之 国立研究開発法人防災科学技術研究所 災害過程研究部門 研究員 

浦川 豪 兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 教授 

大野 かおり 兵庫県立大学 看護学部 教授 

川瀬 鉄典 兵庫県災害医療センター 副センター長 

木村 玲欧 兵庫県立大学 環境人間学部 教授 

鍬田 泰子 神戸大学大学院 工学研究科 教授 

越山 健治 関西大学 社会安全学部 教授 

近藤 民代 神戸大学 都市安全研究センター 教授 

阪本 真由美 兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 教授 

菅野 拓 大阪公立大学大学院 文学研究科 准教授 

辻岡 綾 国立研究開発法人防災科学技術研究所 災害過程研究部門 研究員 

永松 伸吾 関西大学 社会安全学部 教授 

舩木 伸江 神戸学院大学 現代社会学部 教授 

紅谷 昇平 兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 准教授 

前林 清和 神戸学院大学 現代社会学部 教授 

松川 杏寧 兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 准教授 

五十音順 

 

 

 

 

 

 



別に定める事項（第６条関係） 

 

能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会に係る委員等の謝金について 

 

 能登半島地震を踏まえたひょうご災害対策検討会の委員又は第５条第３項の規定に基づ

く委員以外の者が検討会の職務に従事したときは、「委員会の委員等の報酬及び費用弁償に

関する条例」（昭和35年兵庫県条例第24号）に定める審議会等の委員の報酬の額に準拠し、

下表のとおり謝金を支給する。 

 

委員の区分 謝金の額 

座 長 日 額 １５，５００円 

委 員 日 額 １２，５００円 

委員以外の者 日 額 １２，５００円 

 


